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諮問事項で，令和６年度旭川市国民健康保険料について，３項目

ありますが，一括して事務局から説明をお願いします。 

 

 

配付資料１，諮問書を御覧ください。 

令和６年度の国民健康保険料について，次の諮問事項に関して本

運営協議会の考え方・御意見を答申書として取りまとめていただき

たいという，市長からの諮問書となっております。 

諮問とは，国民健康保険法第１１条第２項の規定に基づき，市長

が運営協議会に意見を求めようとするものでございます。 

 

今回の諮問事項は， 

（１）基礎控除後所得１６７万円以下の世帯に属する４０歳から 

６４歳までの被保険者数に応じた減免について 

（２）７割・５割軽減対象世帯の減免について 

（３）旭川市国民健康保険料賦課限度額の改定について 

の３項目となっております。 

 

各諮問事項の具体的な内容につきましては，このあと資料３にて

説明をさせていただきます。 

また答申に向けた協議過程において，諮問事項に対する意見では

ないけれども，国民健康保険の運営上，関連して意見があるときは，

「附帯意見」として提出することもできますので申し添えます。 

以上が，資料１の説明となります。 

なお，答申時期は，今月下旬を想定しております。 

 

次に，資料２を御覧下さい。 

令和６年度旭川市国民健康保険料につきまして，仮算定結果の概

要となっております。 

令和６年度の国民健康事業費納付金の仮算定結果が１１月１５

日北海道から示されましたので，概要について御説明いたします。 

 

まず１ページを御覧ください。 

平成３０年度に都道府県単位化により財政の運営主体が変わり，

まもなく７年になるところです。 

国民健康保険制度は，国保加入者に高齢者が多く，所得が年金な

どで低く，また，病気にかかりやすい世代ということもあり，所得

水準が低く，医療費水準が高いという構造的な課題を抱えているた

め，保険料も高くなるという状態でした。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この構造的な課題は，北海道だけでなく全国的にも同様でありま

すが，特に北海道は，札幌のような大都市もあれば，医療機関が１

か所しかないような過疎地まで，様々な自治体が他の都府県と比べ

ると数多く存在することから，所得水準や医療費の格差は大きいと

いう実情となっています。 

このため，本市では一般会計からの繰入れにより，高い保険料の

負担を軽減してまいりましたが，都道府県単位化により，国は国費

総額３，４００億円を国保運営に充て，赤字補填目的の一般会計繰

入金の解消を図ってきたところで，市町村ごとの小規模単位から，

都道府県という広域単位となることで，市町村格差は平準化されつ

つあるものの，国保が抱える根本的な構造的課題が解決された訳で

はございません。 

 

 国民健康保険と他の健康保険制度を比較してみると，他の健康保

険においては，収入に応じて保険料が計算されることは国保と同じ

ですが，加入人数による保険料の増減はありません。 

さらに保険料の半分は，事業主が負担することとなっています。 

一方，国民健康保険の場合は事業主がおりませんので，計算され

た保険料全額を被保険者が負担せざるを得なく，また，収入状況の

多寡にかかわらず，加入人数等に応じても保険料がかかりますの

で，保険料負担がとても大きくなります。 

また，加入者の構成年齢も他の健康保険と国民健康保険では，真

逆の構成となっております。 

 

このように，他の健康保険と国民健康保険では保険料に対する考

え方や構成年齢そのものが全く異なっていると言えますが，国民皆

保険制度の趣旨からいたしますと，保険者として想定される役割が

違うことから，現状は致し方ないとも考えられます。  

しかしながら，伸び続ける医療費に対し，所得が低い加入者で負

担し続けることには限界があるものと捉えております。 

ここ最近は，社会保険の適用拡大やコロナ禍からの回復などもあ

り，いわゆる所得のある現役世代の社会保険への移行が進み，国保

加入者の減少幅が拡大していることから，これまで以上に少ない人

数で高医療費を支えなければならない状況になっており，保険料の

負担の増加が一層懸念されるところであります。 

 

都道府県単位化後の本市の状況を少しご説明させていただきま

すが，都道府県単位化により保険料の急激な上昇を回避すべく，平



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成３０年度から令和５年度までの間における激変緩和策を講じて

おりますが，この激変緩和策は，平成２９年度に本協議会の答申を

踏まえ創設した本市独自の減免制度でございます。 

当初は財源を一般会計からの繰入金とし，北海道へ「赤字解消計

画」を提出して，４つの負担軽減策を実施しておりましたが，都道

府県単位化の導入に伴い，赤字解消計画の見直しが必要になったこ

ともあり，財源の組み換え等を行い，４項目中１項目を一般会計繰

入金に，残りの３つについては基金を活用することとしたところで

す。 

 

赤字解消計画という言葉を何度か使いましたが，国民健康保険事

業は独自の特別会計の中で収支の均衡を図り，運営していくことが

基本であります。 

そのため，他の会計から赤字の補填目的で繰入れすることは原則

認められておりませんが，万一，赤字になり補填を行った場合は「赤

字解消計画」を作成し，都道府県に提出するなどの必要があります。 

 

「赤字解消計画」を提出すると，どのような影響があるかと申し

ますと，その計画期間中は，交付金等の削減対象となるほか，公表

の対象にもなるなど，一定の制約を受けることになりますので，早

期の解消が求められるところであります。 

しかしながら，本市がとってきました激変緩和の減免制度におい

ては，ペナルティは受けましたが，この間の保険料の上昇は一定程

度抑制されたと認識しており，目的の効果は発揮されたと考えてお

ります。 

都道府県単位化というのは，「道内どこの市町村に住んでも同一

所得，同一家族構成であれば保険料は同じ」を目指しておりますの

で，本市だけ特別な軽減策を打ち出し続けることに対しては，他市

町村とのバランス等もあり，解消を求められているところです。 

 

 次に２ページを御覧ください。 

 国民健康保険事業費納付金の仮算定でございますが，今年１１月

１５日に北海道から来年の納付金の仮算定結果が通知されました

ので，その結果の資料となりますが，納付金総額は北海道全体で前

年度よりも約４億円減少し，１，４８１億円となっております。 

 

北海道の当初試算では，前年度と比べ２４億円増の１，５０９億

円と試算されており，その主な要因といたしましては， 

（１）前期高齢者交付金が約８億円の歳入減 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）後期高齢者支援金が約４億円の歳出増 

（３）普通調整交付金が約１５億円の歳入減 

などが考えられる一方で，医療費推計においては，これまでは新型

コロナの影響を考慮し，受診控えなどによる医療費減少を調整して

きましたが，今回はコロナの影響からの回復が見られることから調

整が入っておりません。 

このような状況を踏まえ，北海道では，納付金の伸びの平準化を

図る必要があると判断し，財政安定化基金から約２７億円（前年度

は５４億円）を活用し，納付金総額の上昇抑制を図った結果，先に

御説明いたしましたとおり前年度比で４億円の減少となりました

が，一人当たりの納付金としては８，２９２円，前年度比５．６６％

の増となっております。 

本市への影響といたしましては，前年度比で約１億２千万円減の 

８３億２千万円となっていますが，一人当たり納付金としては約

４，７６０円，前年度比３．００％の増となっているところです。 

  

３ページを御覧ください。 

 仮算定結果による旭川市令和６年度保険料率でございます。 

  

北海道より示された納付金仮算定結果を令和５年度の決算見込

み収納率を使用して出た結果を，本市の賦課割合である所得割  

４１％，均等割３５％，平等割２４％にあてはめ，それぞれに総所

得・被保険者数・世帯数を９月末実績を考慮した推計値で計算いた

しますと医療分・支援金分・介護分の全てにおいて，所得割・均等

割・平等割が今年度の料率等を上回る結果となりました。 

 

 令和５年度保険料と令和６年度保険料の仮算定結果の比較をい

たしますと，資料２－４ページ（１）から（５）までが仮算定結果

に基づきます試算でございまして 

（１）が夫婦及び子ども１人の家族３人世帯 

 （２）が４０歳代夫婦２人の世帯 

 （３）が４０歳代単身世帯 

 （４）が７０歳代夫婦の２人世帯 

 （５）が７０歳代単身世帯 

の５パターンを令和５年度との比較で示した表になっております。 

 

資料２－４（１）の夫婦及び子ども１人の家族３人世帯を例に御

説明いたします。 

今年度は，昨今の物価高騰などの背景もあり，被保険者の経済的



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

負担が増している状況から，本市としても基金から１億５千万円を

保険料上昇抑制のために活用いたしました。 

所得が２１０万円の行に色を付けていますが，モデルケースとし

て指標としている部分を御覧いただきますと，前年度との比較で

は，令和５年度が３６７，４２０円だったのに対し，令和６年度は

３９６，７７０円で，その差額は２９，３５０円になり，保険料が

大きく上がる結果となりました。 

 

この試算結果は都道府県単位化後の最大値となりますが，これら

の主な要因といたしましては，国保加入者数の減少が拡大したこと

によるところが大きいものと考えています。 

このような傾向は今後も続くものと考えられ，ある程度の保険料

上昇はやむを得ないと考えますが，今回も物価高騰などの背景もあ

り，経済的負担が増し続けている中での大幅な負担拡大は難しいも

のと認識しております。 

また，保険料を下げるために活用することができる財源の「基金」

も，本市の規模からいたしますと決して潤沢とは言えません。 

この試算結果の内容のままでは，経済的負担が大き過ぎ，本算定

結果を待っても，大幅な減少は見込めないことから，許容の範囲を

これまでよりも拡大していただき，加入者には一定程度の負担増を

受け入れていただきながら，今年度に引き続き慎重に基金を活用し

て，負担軽減を図っていく必要があると考えているところでありま

す。 

 

 次に資料３を御覧ください。 

資料３は，諮問事項に係る補足資料と答申の内容例を示したもの

で，令和６年度に向けて諮問事項１～３の激変緩和措置や賦課限度

額について，御意見をいただきたいと思います。 

 

 資料３－１，諮問事項と答申の方向性についてです。 

お示しした諮問事項について，答申に当たりましての方向性のイ

メージを整理しております。 

 諮問事項の欄の右隣には今年度の措置内容，財源，令和６年度予

定の激変緩和措置を順に記載しており，最後に答申の方向性とし

て，「据え置き」「拡大」「廃止」といった選択肢を記載しています

が，この選択肢に代わる意見等を述べていただくことも可能です。 

 

 次に資料３－２，保険料統一までの激変緩和計画を載せてありま

す。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年度に計画しました，令和６年度までの激変緩和策の内

容とその推移経過等を示したものとなっております。 

それぞれの制度概要は，以降の項目と重複するため，ここでの説

明は省略いたしますが，概ね計画どおりに推移しているものの，そ

の時々の情勢等を踏まえて変更している部分もございます。 

 

 ３ページを御覧ください。 

 年齢別被保険者数及び軽減対象世帯の割合です。 

今回の諮問事項全てに関連しております資料となりますが，本市

の国保加入者の年齢構成や低所得軽減世帯の状況について示した

ものです。 

 これまでの説明のとおり，本市の国保加入者は６５歳から７４歳

までが半数以上を占めており，退職後に国保に加入する方が多い状

況であることが分かります。 

また，軽減等を受けている割合は，全加入世帯の７割となってお

り，所得計算において給与収入よりも控除額の大きい年金収入の世

帯が多いためと考えております。 

 

 資料３－４，基礎控除後の所得１６７万円以下の世帯に属する 

４０才から６４才までの被保険者数に応じた介護分保険料の減免

についてです。 

諮問事項１は，基礎控除後の所得が１６７万円以下の介護分がか

かる４０歳から６４歳までの世帯の負担軽減策として，平成３０年

度を初年度として，被保険者一人に対し３，０００円を減免し，以

降，激変緩和計画及び赤字解消計画に基づき毎年５００円ずつ減免

額を縮減し，本年は５００円となり，令和６年度は０円となる予定

のため，当制度を廃止したいと考えているものであります。 

 

次に資料３－５です。 

諮問事項２は，７割・５割の低所得軽減の対象になっている世帯

の被保険者数一人に対し，５００円の減免を激変緩和計画期間中

（Ｈ３０～Ｒ５）に実施しておりましたが，本年で適用期間が終了

することから，当制度を廃止したいと考えているものであります。 

 

 資料３－７，諮問事項３になります。 

保険料賦課限度額を法定どおり引き上げようとすることについ

てです。 

賦課限度額の引き上げについては，全道各市においても大部分が

今まで１０４万円であったものを１０６万円に変更する動きとな



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

っているほか，法定限度額と差がついた場合は，今後，一度に大き

な額を引き上げなければならなくなることから，そのような状況に

なることは避けたいと考えております。 

また，引き上げを行うことは限度額超過世帯の保険料は上がりま

すが，その分，所得割の料率が下がるため，中間所得階層の負担軽

減が図れる効果もあります。 

少し見づらいですが，６ページのグラフがそのイメージをしたも

のになります。 

本市においては，令和３年度に国の法定基準額と同額となり，以

降は，国の引き上げに準じて同額を引き上げてきましたので，今回

も支援金分の賦課限度額を２万円引き上げて２４万円とし，総額 

１０６万円にすることを考えております。 

 

資料４は，令和６年度国民健康保険料について，パターン別で比

較したものとなり，全５パターン作成してあります。 

１ページ目は家族３人の給与世帯，２ページ目は夫婦２人の給与

世帯，３ページ目は単身の給与世帯で，４ページ目は夫婦２人の年

金世帯，５ページ目は単身の年金世帯となっています。 

なお，先に説明しました仮算定結果の試算は資料２－４でお示し

してありますので，令和５年度の内容と今回の諮問事項どおりにな

ったと仮定して令和６年度の試算をしております。 

また，今年度は保険料の平準化のために基金から１．５億円を活

用しましたが，この対応を令和６年度においても引き続き行った場

合と，基金から３億円を活用した場合の内容をそれぞれ併記してご

ざいます。 

 

比較表の見方ですが，表左側に所得金額欄があり，色の付いてい

るラインが，いわゆるモデル世帯として想定している部分です。 

 

 それでは，資料４－１ページ目の夫婦＋子ども１人の３人世帯

で，給与所得＋介護分保険料があるパターンを例に御説明いたしま

す。 

令和５年度の年間保険料は，３６７，４２０円です。 

 この表には出ておりませんが，資料２－４ページに掲載の仮算定

結果では３９６，７７０円でしたので，２９，３５０円増となりま

す。 

今年度に引き続き，１．５億円の基金を活用した場合の年間保険

料は３８８，６４０円で２１，２２０円増となります。 

激変緩和措置の廃止の影響額は１，０００円（介護分５００円×
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２人＝１，０００円）ですので，今回はその影響額を打ち消す以上

に保険料の上昇幅が大きいので，基金から１．５億円を入れてもな

お保険料は大幅な上昇となります。 

一方で，基金から３億円を活用した場合の試算ですと，年額 

３８０，５１０円で１３，０９０円増となりますが，これでも例年

以上の上がり幅となります。 

 

資料４－６～７ページにかけて，平成２９年度からの保険料の推

移を掲載していますが，各年度の保険料額とともに対前年度の差額

を見ていただきますと，これまでの上げ幅最大値は令和２年度の

８，０５０円増でしたので，今回は，これまでの最大値を更新する

ことになると見込まれます。 

 

以上，主な世帯パターン別で，御説明させていただきました。 

説明は以上となります。 

 

 

只今，事務局から諮問事項について説明がありました。 

以上の説明につきまして，委員の皆様から御意見・御質問等ござ

いますでしょうか 

 

 

 会議資料２のところで，最初の方に説明していただいた中で令和

５年度納付金，それから令和６年度納付金の数字が入っています。 

納付金総額ということで，令和５年度が１，４８５億円，６年度

の仮ということですが１，４８１億円となっております。 

これは仮に想定される数字ということで出していただいたと思

うのですが，この先，私がこの金額が非常に心配になっているのは

納付金総額というのが，どんどん減っていくということは考えられ

ないのでしょうか。 

御説明の中にもあったとおり，市民そのものが高齢化していき，

現役世代が減っていくと市に対して納付される税金が当然少なく

なってくるわけです。 

トータルで考えると納付金総額そのものが，この先もどんどん減

っていくことに対して，どんなことを考えているかということと，

手立てが私自身も思いつかないのですが，どんな風にやっていけば

いいのかなということを最速で考えていかないと，非常にこの先困

ることが起きてくるのではないかと心配に思っています。 

 



 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議長 

 

 

委員２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この納付金は，都道府県単位化になり導入されたもので，北海道

から旭川市に，これだけのお金を医療費分などとして納めなさいよ

というものが納付金でございます。 

 従いまして，納付金が減るということ自体は，それだけ医療費が

下がっているということなので問題はないのですが，納付金の減少

よりも被保険者の数が大きく減ることで，納付金総額が減っても，

加入者一人当たりの負担は大きくなるという構図が問題であると

考えております。 

 全道的にも同じような問題を抱えている自治体は多いと見込ん

でおります。 

 

 

 他にいかがでしょうか。 

 

 

 諮問事項に関しましては，令和６年に保険料水準統一ということ

に決まって以来，会議で賦課割合であったり，それまでの減免措置

の減額等決めてきて，順調にここまできているわけでありますの

で，諮問事項１に関しましては，予定通り廃止ということでよろし

いのではないかと考えてます。 

 賦課限度額の改定についても，どうしても集めなければいけない

お金は決まってくるわけで，それをどこから集めるかということに

なりますと，やはり税金と同じように少しでも余裕のある方からい

ただくということで，賦課限度額の増加はいたしかたないかなと考

えます。 

 

 

 他に意見・質問等がこれ以上なければ，本件は諮問事項ですので，

協議会としての答申を出さなければなりませんので順番に審議を

していきます。 

 まず，諮問事項１と諮問事項２で，いずれも減免制度の存廃等に

関することになりますので，この２点をまとめてお諮りします。 

 事前に配付されました資料３－４ページ及び５ページに答申案

がいくつか示されておりますが，内容からしても，基本的にはこれ

らの案の中から選択することでよろしいかと考えております。 

 市の考え方は，説明にもありましたように激変緩和計画に則っ

て，いずれの減免制度も「廃止」との考えです。 

 御審議の程をよろしくお願いします。 



 

 

 

委員３ 

 

 

 

 

 

委員１ 

 

 

 

 

 

 

議長 

 

 

委員４ 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員４ 

 

 

 

 

 先ほど委員２がおっしゃった通り，今まで順調にきていたので 

ここで崩すというのはどうかなと思います。 

 この２点については順調に推移しているので，計画どおりでよろ

しいのではないかなと思います。 

 

 

 私の考えは今の状況を見ますと市の考え方でやっていくのが妥

当なのかなと思います。 

 現段階でいうと今の体制をなんとか維持するのに，みなさんも御

苦労されていると思いますけれども，廃止ということで，市の考え

方でいった方がいいんじゃないかなと思います。 

 

 

 他に御意見いかがでしょうか。 

 

 

 私は今年からなので今までの経緯がよく分からないのですが，仮

に廃止しないとか，このまま維持するとか，あるいは増額するとか

そういう選択肢を選んだら，どういうことがありますか。 

 

 

 先程申し上げましたとおり，ペナルティーによって再度，赤字解

消計画の提出を求められる形になります。 

 道内主要都市も含めてそうなのですが，都道府県単位化により市

町村独自の制度をやり続けるというのは，都道府県単位化の趣旨に

も外れることから，厳しくその解消を求められております。 

 赤字解消計画の対象外である「基金」を活用しているうちは，恐

らくそんなに強くは言われないと思うのですが，１２年度には解消

しなければいけないのが一つと，基金の残高も限りがあり，今後も

保険料は上がる傾向にあると考えられますので，基金の活用には慎

重にならざるを得なく，新しい減免策の導入は，なかなか難しいと

考えております。 

 

 

 要はいつかは辞めなくてはならなくて，それを今辞めるかどうす

るかということで，今回は計画どおりに令和６年度で終わりにしよ

うということですか。 



 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

議長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今年度，辞めないかもしれない，続けるとかという選択肢がある

のは保険料がさらに上がっていくから，それを少しでも負担を減ら

そうという意味で継続の案が一応あるという理解でいいですか。 

ただし，いつまでも続けられないということですね。 

 

 

そうです。 

 続けたとしても，令和１２年度には保険料率の統一が控えてお

り，その時点で保険料が一気に上がってしまうということにもなり

かねませんので，本市としては，当初の計画どおり廃止にした方が

良いという考え方でございます。 

 

 

 他に御意見ございますでしょうか。 

 よろしいでしょうか。 

 以上の審議状況を集約しますと減免制度の存廃については，様々

な意見が出ましたが，「廃止」との意見が多かったように思います。 

 昨今の物価高騰などで経済的な負担が増えていることからも，減

免制度を存続させることは，もちろん意味あることとは思います

が，今回は当初計画に基づき一旦「廃止」で整理した上で，将来に

向けては保険料負担の抑制に努めるよう，意見を答申書に盛り込ん

でいくということで，どうでしょうか。 

 

 

 （「よろしいです。」と委員の声） 

 

 

では，諮問事項１及び諮問事項２については，当協議会として「廃

止」することを答申いたします。 

 

 次に，諮問事項３について，賦課限度額の改正についてお諮りし

ます。 

 事前に配付された資料３－７ページ答申案がいくつか示されて

おりますが，内容からしても，基本的にはこれらの案の中から選択

することでよろしいかと考えております。 

 市の考え方は，説明にもありましたように，国の法定限度額にあ

わせて改正していくとの考えです。 

 御審議のほどよろしくお願いします。 

 



 

 

 

 

委員５ 
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委員５ 

 

 

 

 

事務局 

 

 

議長 

 

 

 

 

 

 

 

議長 

 

 

 

 

 

 

 

 

議長 

 

 何か御意見等ございますでしょうか。 

 

 

 １０６万円に賦課限度額を上げた場合に，この資料３－６におい

ては所得金額が一番高い７３０万の階層だけが保険料アップとい

うことでいいんですよね。 

 

 

それ以降の所得階層については，１０６万円まで上がるというこ

とです。 

 

 

 その前の資料４においては，いろいろなパターンが出ております

けれども，他のパターン家族構成の場合でも同じようなイメージで

よろしいですか。 

 

 

 そういう形になります。 

 

 

 その他いかがでしょうか。 

 特に反対意見はないようですので，市の提案どおり賦課限度額を

改正するということを了とするということでよろしいでしょうか。 

 

 

 （「よろしいです。」と委員の声） 

 

 

それでは、以上の内容で答申したいと思います。 

答申はできるだけ早い時期に行いたいと考えておりますので，答

申書の文面等はお任せいただきたいと思いますが，よろしいでしょ

うか。 

 

 

 （「よろしいです。」と委員の声） 

 

 

答申書について後日皆さんに写しを送付させていただきます。 

 本日の協議事項は以上となりますが，委員の皆さんから，何か御



 

 

 

 

委員６ 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

委員６ 

 

 

事務局 

 

 

委員６ 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議長 

 

 

 

意見・御質問等はございませんか。 

 

 

 資料４のパターン別保険料比較ですが，６年度基金から１．５億

円を活用と３億円を活用するとでは差額が倍くらいですが，１．５

億円を活用するのか３億円を活用するのかは，どこで決めるんでし

ょうか。 

 

 

 市の予算編成において決めさせていただきます。 

 

 

今，基金はどれくらい積立ありますか。 

 

 

 約８億円くらいです。 

 

 

 １．５億と３億あるんですが，この数字が，また変わっていく可

能性もあるということですか。 

 

 

 はい。可能性もございます。 

 昨年度の１．５億円というのは，保険料の上昇幅を見まして決め

た数字であります。 

３億というのは，本年度の剰余金の見込額が３億円程度でしたの

で，それと同額程度を充てた場合を想定した数字でございます。 

 例えば，今後の剰余金が３億円以上の大幅な黒字が見込まれれ

ば，充てる額を増やすことも可能かもしれませんが，今年入れた分

は，また来年に跳ね返ってきますので，入れ過ぎると，翌年度以降

の反動が大きくなりますので，慎重に見極めながら判断していかな

ければならないと考えております。 

 

 

他によろしいでしょうか。 

 

それでは，以上で本日の国民健康保険運営協議会の議事を終了い

たします。 

 


